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分析の背景

昨年度に実施した「機関保証制度リスク分析」においては、①保証料水準は維持しつつ回収強化関連施策に注
力すべき、②同時に継続的モニタリングが不可欠、という結論となった。

機関保証制度利用者の想定代弁率は、制度構築時の想定より上昇するという分析結果となった。

しかし、以降に予定されていた回収強化の取り組みに鑑みると、抜本的対策を緊急にとる必要性は少ない範囲のシミュレー
ション結果（今後5年間は単年度収支で黒字を維持できる）と判断した。

機関保証制度利用者のデータの充実、回収強化関連施策の効果の顕在化、求償権の回収管理の進展、などの要因を踏
まえ、制度の財政収支の健全性悪化リスクを継続的にモニタリングすることが不可欠と判断された。また、モニタリング結果
を踏まえて制度の再検討に臨むべきと結論づけた。

今回は、上記方針に則ったモニタリングの一環としてリスク分析を実施する。

特に今回は、前回に比べ機関保証制度利用者のデータが大幅に充実しており、それらを分析に取り込むことで
より精度の高い将来シミュレーションが可能である。

入学時からの機関保証制度利用者の満期終了者（大学）が、平成２１年１０月に初めて返還開始後１年（＝最短での代位
弁済発生タイミング）を迎えている。

結果として、これまでは、機関保証制度利用者については一部の異動終了者等のデータ以外は想定代弁率の算出におい
て活用できないという制約があったが、今回は満期終了者（大学）の豊富なデータを活用できる。

また、平成２１年度の回収強化関連施策の実行による、直近の回収状況の改善を織り込んだ将来シミュレーショ
ンが可能になる。

機構の回収強化施策が平成２１年度より実行された結果、直近の断面データでは回収状況が改善している。

機関保証制度利用者の想定代弁率に対する、回収強化関連施策のインパクトを分析することで、最新の回収状況を反映
した将来シミュレーションを実施することができる。
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1. 代弁率算出

2. 財政収支シミュレーション

3. 本検討のまとめ
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貸与終了後経過年ごとの代弁率算出の考え方

機関保証加入の大学満期終了者がH20年度より返還開始していることを考慮し、貸与終了後1年目はH20年度請求確定件数、

 2年目はH21年度請求確定予測件数を算出する。3年目以降は有意なデータが存在しないため人的代弁率による補正を行う。

貸与終了後2年目貸与終了後2年目

貸与終了後3年目貸与終了後3年目

貸与終了後1年目貸与終了後1年目

貸与終了後経過年

より実態に即した値とするため、直近のH21年11月末
時点データを利用し、H21年3月末との2時点間での分
析によりH21年度代弁請求確定予測件数を算出する

直近データのH21年11月末以降に代弁請求の可能性
がある候補件数については予測割合を乗じることで加
算する

貸与終了後3年目以降は異動終了者の割合が高く、か

つサンプル数が少ないため有意なデータとはならない

貸与終了後2年目の機関・人的代弁率の差異比率を人
的の3年目以降の想定代弁率に乗じることで補正する

H20年度代弁請求確定件数を昨年度と同一ロジックに
てH20年3月末・H21年3月末の年度末2時点データを

利用し算出する

算出の考え方

H21年度代弁請求確定

予測件数

（人的代弁率による補正）

H20年度代弁請求確定

件数

算出対象

算出方針

• 機関保証加入の大学満期終了者がH19年度に貸与終了し、H20年度（貸与終了後1年目）に返

 
還開始、H21年度（貸与終了後2年目）に初めての代位弁済請求確定タイミングを迎えている

満期終了者の豊富なサンプルがあるH20年度返還開始者データを利用し分析を行う
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基礎ロジック　（１）想定代弁率テーブル作成の考え方

個別債務者ごとに２年度分のデータをひも付け・追跡して、代弁件数を個別にカウント。貸与終了後の経過年別に仕分けして

 、代弁率テーブルを作成した。制度構築時の手法に対し、わかりやすさと精度の改善を図った。以下は平成20年度分での例

 だが、H19年度・H18年度についても同様に分析。
＜ステップ-１＞

H20年度中の想定代弁件数を

 
個別債務者ごとにカウント

次ページの判断ロジックで、当該年度中の想定代弁件数をカウント。想定代弁件数：貸与終了件数： 別途データから終了年度別に参照・引用。

H20年度H19年度H18年度H17年度H16年度H15年度H10年度

データ時点①

 

例：H20/3末
データ時点②

 

例：H21/3末

・
・
・

貸与終了 代弁請求対象者として確定

貸与終了後

 
経過年

貸与終了

 
年度

代弁

 
件数 代弁率

H19年度

 

（H19/4～

 

H20/3)
1年 X(1) Z(1) 

=x(1)/y(1)

H18年度

 

（H18/4～

 

H19/3)
2年 X(2) Z(2) 

=x(2)/y(2)

H17年度

 

（H17/4～

 

H18/3)
3年 X(3) Z(3) 

=x(3)/y(3)

H16年度

 

（H16/4～

 

H17/3)
4年 X(4) Z(4) 

=x(4)/y(4)

H15年度

 

（H15/4～

 

H16/3)
5年 X(5) Z(5) 

=x(5)/y(5)

H10年度

 

（H10/4～

 

H11/3)
10年 X(10)

Z(10) 
=x(10)/y(10)

・
・
・

X(1)件

X(2)件

X(3)件

X(4)件

X(5)件

X(10)件

y(1)件

y(2)件

y(3)件

y(4)件

y(5)件

y(10)件

代位弁済率テーブル

・
・
・

＜ステップ-２＞

貸与終了後の経過年別に＜ステッ

 
プ-１＞の件数を仕分けし、該当年度

 
の貸与終了件数を分母として、貸与

 
終了後経過年別の代弁率を算定し、

 
テーブル化。

昨年度分析と
同一ロジック
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基礎ロジック　（２）代位弁済有無の判断方法

機構での実際の代弁請求対象者としての確定条件と整合した以下の判断ロジックで、個別債務者ごとに代弁有無を判断し、

 想定代弁件数をカウントする。

データ時点①

 

例：H20/3末
データ時点②

 

例：H21/3末H19/ 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 2 3

H20/ 
1 5 6 7 8 9 10 11 12 2 3

H21/ 
14 4 532

ケース

時点②の延滞月数：23ヶ月

時点①の延滞月数：0ヶ月

時点②の延滞月数：12ヶ月

H19年度に代弁確定

H19年度に代弁確定

１１＞＝「時点①の延滞月数」＞=０

時点①の延滞月数：11ヶ月

「時点②の延滞月数」＞＝１２

代弁適状の中

 
で、延滞開始が

 
最も早いケース

代弁適状の中

 
で、延滞開始が

 
最も遅いケース

代弁有無の判断条件-1

代弁有無の判断条件-2

かつ

代弁確定の

 
考え方

※最初の引き落とし不能月を

 
延滞0ヶ月目とし、延滞12ヶ

 
月継続で、代弁請求対象者

 
として確定すると考える

H20年度中の想定代弁件数をカウント

時点①、②の

 
2時点でともに、

「返還期間中」※1

のステータスの者を

 
対象として、

カウント対象者の範囲

貸与終了年

（通常の）返還月 延滞月

次回返還年月

想定代弁件数と

 

してカウント

※1:学種状態コードが200番台のもの

昨年度分析と
同一ロジック
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貸与終了後2年目の代位弁済有無の判断方法

貸与終了後2年目はH21年3月末・11月末の2時点データにより、H21年度中の代弁請求確定件数・候補件数をカウントし代弁

 率を算出する。

時点②で
請求確定済

時点②で
請求未確定

貸与終了月 （通常の）返還月 延滞月

請求確定件数

 

としてカウント
請求候補件数

 

としてカウント

データ時点①
4～11ヶ月目延滞

データ時点②
12～19ヶ月目延滞
又は、代弁実行による返還終了*

件数カウント条件

*H21年4月～11月の「２１年度代弁履行結果」に存在し、かつイクシス上で返還完了となっている返還者

10 11 12 2 3
H21/ 

1 5 6 7 8 9 10 11 124

データ時点① データ時点②

H21年度中の代弁確定件数、候補件数をカウント

H21/
～9

H22/
1 2 3 4延滞継続した場合の請求

 

確定タイミング

最も早いケース
（H21.4 請求確定）

11ヶ月目延滞 19ヶ月目延滞/履行済

最も遅いケース
（H21.11 請求確定）

4ヶ月目延滞 12ヶ月目延滞

最も遅いケース
（H22.3 請求確定）

0ヶ月目延滞 8ヶ月目延滞

最も早いケース
（H21.12請求確定）

3ヶ月目延滞 11ヶ月目延滞 データ時点①
0～3ヶ月目延滞

データ時点②
8～11ヶ月目延滞

上記条件により候補件数をカウント
した上で、継続延滞により12ヶ月目

延滞に陥る割合を乗じて算出
割合は、H21.11請求確定ケースの
H21年7月末～11月末時点での件

数推移より算出

• 延滞継続割合の適用により請求確定予測件数を算出
• 延滞継続割合はH21.11請求確定ケースのH21年7月末

 
（延滞8ヶ月目）～11月末（延滞12ヶ月目）時点での件数推

 
移より算出
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補正前代弁率　-貸与種別-

昨年度分析結果と比較し、回収状況の良化に伴い機関代弁率・人的代弁率ともに良化している。特に、貸与終了後2年目の

 機関代弁率は、満期終了の大学生を含む直近のH21年度予測値であり改善度合いが高い。

凡例
：今年度　人的代弁率（計測値） ：昨年度　人的代弁率（計測値）

：今年度　機関代弁率（計測値） ：昨年度　機関代弁率（計測値）

貸与終了後経過年

代弁率

 
（対貸与終了者）

貸与終了後経過年

代弁率

 
（対貸与終了者）

第１種 第２種

0.05%

1.10%

0.61% 0.58% 0.57% 0.51% 0.53% 0.45% 0.43% 0.39%

0.12%

1.88%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.09%

1.95%

1.00% 0.92% 0.87% 0.79% 0.74%
0.61%

0.50% 0.44%
0.15%

2.80%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%
※グラフ上の数字は今年度

 
（以降全て同様）
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貸与終了後3年目以降に関しては機関

保証導入初年度であるため、サンプル
数が極めて少なく、かつ異動終了者が
多いため有意なデータではないと考えら
れる

貸与終了後2年目までの機関代弁率
（計測値）は活用

2年目時点での機関代弁率（計測値）と
人的代弁率（計測値）の割合(緑÷オレ
ンジ)を3年目以降の人的代弁率（計測
値）に乗じて機関代弁率（想定値）を算
出

貸与終了後3年目以降の機関代弁率算出方法

貸与終了後3年目以降の機関保証利用者は現時点ではサンプル数が少なく、かつ異動終了者が多いため、2年目の機関・人

 的の差異割合を3年目以降の人的代弁率に乗じることで算出する。

代弁率

 
（対貸与終了者）

貸与終了後3年目以降の補正方法

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

貸与終了後経過年

人的代弁率（3期間平均・計測値）

機関代弁率（H21年度・計測値）

機関代弁率（補正値）

機関代弁率（H20年度・計測値）

2年目の割合を補正

 
幅として、「人的」に対

 

し一定割合を乗ずる

昨年度分析と
同一ロジック
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補正後代弁率（１/３）　-貸与種別-

昨年度分析結果と比較すると、人的代弁率・機関代弁率の双方の良化に伴い補正後の代弁率（補正値）も良化している。

第１種 第２種

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.12%

1.88%

1.04% 1.00% 0.97%
0.87% 0.90%

0.77% 0.73% 0.66%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.15%

2.80%

1.44%
1.31% 1.24%

1.13% 1.07%
0.88%

0.71% 0.63%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%
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補正後代弁率（２/３）　-第１種・学種-

昨年度分析結果と比較すると、第１種・第２種ともに各学種において代弁率（補正値）は良化している。

短大 大学

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

大学院

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

専修学校（専門課程）

代弁率

 
（対貸与終了者）

0.07%

1.53%

1.04%
0.84% 0.71% 0.74% 0.83% 0.84% 0.76% 0.64%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.20%

2.48%

1.33% 1.29% 1.26%
1.07% 1.08%

0.88% 0.86% 0.76%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.02%

0.52%
0.33% 0.35% 0.37% 0.36% 0.35% 0.29% 0.30% 0.28%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.13%

2.91%

1.54%
1.28% 1.12% 1.27%

1.58% 1.51%
1.16% 1.26%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

※高校･専修(高等課程)は算出対象外
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補正後代弁率（３/３）　-第２種・学種-

（続き）

短大 大学

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

大学院

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

専修学校（専門課程）

代弁率

 
（対貸与終了者）

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.10%

2.21%

1.36%
1.20% 1.17% 1.12% 1.03% 0.92%

0.73% 0.75%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.19%

2.46%

1.19% 1.13% 1.08% 0.96% 0.90%
0.74%

0.60% 0.52%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.00%

1.17%

0.71% 0.63% 0.62% 0.57% 0.49% 0.40% 0.41% 0.44%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.13%

3.87%

2.09%
1.84% 1.72% 1.64% 1.69%

1.45% 1.43%

2.33%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

※高校･専修(高等課程)は算出対象外
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1. 代弁率算出

2. 財政収支シミュレーション

3. 本検討のまとめ
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シミュレーションのシナリオ

H20年度回収プロセスを維持した場合、現状保証率ではH36年度以降に保証金残高がマイナスとなるものの、回収プロセスを

 早期化*1した場合は収支相償*2を達成することが可能である。回収プロセスの早期化に加えて、個人信用情報機関の利用が

 適用される奨学生が今後返還を開始することから、将来的にはさらに代弁率が改善される可能性が十分にある。

*1:回収委託を3ヶ月目延滞者全員に早期化（法的措置は機関保証加入者には実施しない）
*2:H40年度まで保証金残高が減少に転じない状況を「収支相償」と定義する

①

②

③

④

シナリオ

回収プロセス（代弁率）

回収プロセスを早期化
（想定代弁率36%改善）

H20年度回収プロセス維持
（想定代弁率のまま）

保証料率

現状保証料率での
財政収支

収支相償に必要な
保証料率を逆算

現状保証料率での
財政収支

収支相償となる
最低限の保証料率を逆算

結果サマリ

H27年度以降

単年度収支がマイナスになる
（H40年度の残高は-861億円）

収支相償には
保証料率の59%増が必要
（基準年率は約1.102%）

H40年度まで収支相償を達成
（H40年度の残高は1,657億円）

収支相償を担保しながら
保証料率の1%減が可能
（基準年率は0.688%）

昨年度結果サマリ

H26年度以降

単年度収支がマイナスになる
（Ｈ40年度の残高は-3,272億円）

⇒詳細は次頁

収支相償には
保証料率の90%増が必要
（基準年率は約1.34%）

-
（該当シナリオ無）

収支相償には
50%程度の代弁率改善が必要

（現状保証料率で必要な代弁率改

 
善率を逆算した場合）
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シミュレーションのシナリオ　（参考）昨年度結果との比較

H20年度回収プロセスを維持・現状の保証料率を維持した場合、単年度収支はＨ27年度以降マイナス、保証金残高はH36年

 度以降にマイナスとなる。昨年度分析結果に比して、保証金残高がマイナスに転じる迄の期間・H40年度の保証金残高ともに

 状況は良化している。

（百万円） （百万円）

（百万円） （百万円）

昨年度昨年度

今年度今年度

シナリオ①「想定代弁率のまま、現状保証料率での財政収支」の昨年度結果との比較

【凡例】 収入（金利含む）

支出

＜左軸＞ ＜右軸＞

保証金残高

-200,000

0

200,000

400,000

-40,000

0

40,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

※H40時点保証金残高：-327,180

※H40時点保証金残高：-86,125
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シミュレーションのシナリオ　（参考）プロセス早期化の考え方

回収プロセス早期化のパターンでは、延滞4ヶ月目に達した延滞者全員にサービサーへの回収委託を実施する。サービサー

 への回収委託による代弁率改善効果は、平成20年度委託実績である36％と仮定した。

回収プロセスの早期化 早期化による代弁率改善の考え方（イメージ）

H20年度回収プロセスを維持した場合には、延滞1ヶ月目～延滞8ヶ
月目迄は督促架電、9ヶ月以降は催告書送付・訪問調査を実施し

ている。
H21年度（H22年2月）より、回収プロセスを早期化し延滞4ヶ月目

に達した延滞者全員にサービサーへの回収委託を実施する。

サービサー回収委託早期化により、平成20年度の委託実績に
相当する割合の延滞を早期に解消
平成20年度委託実績は、対象とした延滞1年以上2年未満の延
滞者のうち36%が入金

Ｈ
20
年
度
回
収

プ
ロ
セ
ス
維
持

Ｈ
20
年
度
回
収

プ
ロ
セ
ス
維
持

回
収
プ
ロ
セ
ス
早
期
化

回
収
プ
ロ
セ
ス
早
期
化

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12延滞期間
（ヶ月目）

プロセス

1ヶ

 
月

4ヶ

 
月

9ヶ

 
月

12ヶ

 
月

督促架電
・督促通知

サービサー
回収委託

催告書送付
・訪問調査

36%

回収委託入金実績

未入金者
（64%）

架電前入金者
（23%）

架電後入金者
（13%）

延
滞
残
存
率*

延滞後
経過期間

プロセス維持

プロセス早期化

*延滞残存率は、「ある時点の無延滞者が延滞に陥り、その後延滞を継続していく割合」を表現する

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12延滞期間
（ヶ月目）

プロセス

督促架電・督促通知
催告書送付
・訪問調査

督促架電
・督促通知

催告書送付
・訪問調査

サービサー
回収委託
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前提値　昨年度との比較　（１/４）

返還
スキーム

昨年度の試算 今回の試算

シミュレーション前提値（太枠は昨年度から算出方法を変更した項目）

代位
弁済率

昨年度と同様に貸与種別・学種別の10パターンの代弁率テー
ブルを使用
昨年度に比べ機関保証制度利用者のデータが大幅に充実
しているため、直近の機関保証の実績値を利用し最新化

（値は前掲のグラフを参照）

貸与種別・学種別のモデルケースを最新化
-

 

H22年度の貸与種別・学種別の貸与総額・新規貸与計画人

 
員数を平均化し算出

貸与種別・学種別の10パターンの代弁率テーブルを使用
人的保証の実績値に加え、機関保証の実績値を活用
機関保証加入者の延滞率の高さ、現状の機関保証制度加
入者に一時的に見られる異動終了者の多さを補正

（値は前掲のグラフを参照）

貸与種別・学種別のモデルケースにより算出
-

 

H21年度の貸与種別・学種別の貸与総額・新規貸与計画人

 
員数を平均化し算出

1人あたり
貸与年額

貸与年数
1人あたり
貸与総額

返還基礎額 返還年数 保証料率

千円 年 千円 千円 年 %
1種            810.7 3                        2,432.0 160              15                4.27%
短大 590.6           2               1,181.2      100            11              3.31%
大学院 修士 1,013.0        2               2,026.1      140            14              4.08%

博士 1,417.3        3               4,251.9      - 20              5.43%
専修 614.7           3               1,844.0      130            14              4.02%
大学 636.9           4               2,547.8      170              14              3.96%
高専 269.0           5               1,345.2      110            12              3.41%
2種            964.1 3                        2,892.2 170              17                5.11%
短大 833.7           2               1,667.5      120            13              4.06%
大学院 修士 1,102.8        2               2,205.7      140            14              4.35%

博士 678.6           3               2,035.8      140            14              4.28%
専修 890.0           3               2,669.9      170            15              4.56%
大学 801.0           4               3,203.8      170              18              5.30%
高専 816.4           2               1,632.9      120            13              4.06%

1人あたり
貸与年額

貸与年数
1人あたり
貸与総額

返還基礎額 返還年数 保証料率

千円 年 千円 千円 年 ％
1種

短大 663.3 2 1,326.6 110 12 3.57%
大学院 修士 942.5 2 1,885.1 130 14 4.08%

博士 1,417.7 3 4,253.1 - 20 5.21%
専修 640.3 3 1,920.9 140 13 3.77%
大学 651.8 4 2,607.1 170 15 4.20%
高専 394.7 5 1,973.6 140 14 3.90%
2種

短大 844.4 2 1,688.8 120 14 4.23%
大学院 修士 1,217.9 2 2,435.9 160 15 4.49%

博士 946.3 3 2,838.9 170 16 4.69%
専修 929.6 3 2,788.9 170 16 4.69%
大学 893.5 4 3,573.9 - 20 5.68%
高専 773.0 2 1,546.0 120 12 3.68%
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前提値　昨年度との比較　（２/４

事業規模

昨年度の試算 今回の試算

シミュレーション前提値（太枠は昨年度から算出方法を変更した項目）

左記実績に加え、H22年度の貸与種別・学種別の実績を事
業規模として適用し最新化*1
H23年度以降は、H22年度と同様として算出

元本残存率・
保証料返還率

上記の貸与種別のモデルケースに応じ算出 上記の貸与種別・学種別のモデルケースに応じ算出

　*1.貸与種別・学種に加え、貸与期間、貸与月額ごとに貸与終了までの総貸与額を算出し、それを貸与年数で除す。
　*2.H20年時点で60%に達している学種は、H22年以降は60%で一定とする。

機関保証
加入率

左記実績に加え、H21年度（11月時点）の貸与種別・学種別
の実績を適用し最新化。H22年度以降は、年あたりH20年
度からH21年度の増分と同等の割合で増加するものとし、
60%に達した段階で以降一定とする*2

H16年度からH21年度の、貸与種別・学種別の実績（予算実
績・貸与人員数・機関保証加入率）を事業規模として適用*1
H22年度以降は、H21年度と同様として算出

H16年度からH20年度（12月時点）の、貸与種別・学種別の
実績を適用。H21年度以降は、年あたり10%増加するものと
し、60%に達した段階で以降一定とする*2

繰上返還率

H20年度の繰上返還率のデータ分析結果に基づき、貸与種

別・学種別に算出（それぞれ対年度当初返還者比、年率）

H19年度の繰上返還率のデータ分析結果に基づき、貸与種

別・学種別に算出（それぞれ対年度当初返還者比、年率）

学種 1種 2種
短大 1.93% 2.12%
修士 2.17% 4.00%
博士 2.17% 4.00%
専修学校 1.46% 1.89%
大学 2.02% 3.06%
高専 1.67% 1.13%

学種 1種 2種
短大 1.75% 2.09%
修士 2.11% 3.76%
博士 1.67% 1.35%
専修学校 1.35% 2.59%
大学 1.86% 2.95%
高専 1.73% 1.18%
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前提値　昨年度との比較　（３/４

人件費

制度構築時試算 今回の試算

シミュレーション前提値（太枠は昨年度から算出方法を変更した項目）

昨年度と同様に新規保証加入件数・代位弁済数に応じ変動
する形で算出
昨年度の業務分類ごとに、H20年度の配置効率（実員数6
名）を算出し各年度に適用

⇒　将来の代弁件数の増加で、（現状）6名→（ピーク時）30名とな

業務が類似する金融機関における人員数を参考に算出
年度に係わらず、新規保証加入件数・代位弁済数に応じ変
動する形で算出

保証履行
管理回収

代位弁済1,000件につき1.4人を配置

その他
（保証審査等）

機関保証新規加入1,000件につき0.05人を配置

業務分類 配置人員数の考え方

⇒　将来の代弁件数の増加で、（現状）5名→（ピーク時）56名とな

システム
関連費

昨年度と同一実績に基づき、費目別にイニシャル・ランニング両コストを見
直し

システム運用費

シ
ス
テ
ム

保
守
費

1,900万円/年

アプリメンテナンス 1,200万円/年

機器等リース・

 

システム保守
900万円/年

シ
ス
テ
ム
維
持
管
理
費

年次改修費 1,000万円/年

システム改修（5年に1回） 20,000万円/年

費目 金額

⇒　年間5,000万円、改修年（5年に１度）は年間25,000万円とな

保証履行
管理回収

代位弁済1,000件につき1.05人を配置

その他
（保証審査等）

機関保証新規加入1,000件につき0.038人を配置

業務分類 配置人員数の考え方
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前提値　昨年度との比較　（４/４

昨年度の試算 今回の試算

シミュレーション前提値（太枠は昨年度から算出方法を変更した項目）

代弁後
回収率*1

昨年度と同一
※

 

現状は、機関保証加入者の代弁確定データが充実しはじめたところであり、依然として求

 

償債権回収の実績は将来予測に有意ではないため、制度構築時と同様と仮定した

制度構築時と同様のものを用いてシミュレーションを実施

4% x 5年 = 20% と設定

※1　代位弁済後の求償権残高に対する保証機関側での回収分の想定。残高の4%を5年間にわたって平均的に回収し、残りの80%は最終的に償却するとの想定。

 
なお、機関側の会計上の処理（会計上の保守性の要請から、より短期で一旦償却）とは、一時的に異なる数値となる。

通常金利
（2種）

H19～21年度の貸与利率実績（利率固定方式）の平均値を

適用

1.61%（過去３年間の平均）

制度構築時と同様のものを用いてシミュレーションを実施

3%

保証金プール
運用金利

日本国際教育支援協会にて取得した債券運用利回りの実
績を利用

2.23％（過去３年間の平均）

制度構築時と同様のものを用いてシミュレーションを実施

3%

延滞金利

昨年度と同一制度構築時と同様のものを用いてシミュレーションを実施

10%
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

保証料収入 12,856 15,563 17,850 19,465 20,782 21,890 22,590 23,274 23,921 24,503 24,930 24,550 23,682

代位弁済額 1,257 3,237 6,542 10,909 15,644 20,086 24,424 28,426 32,201 35,656 38,634 48,285 52,350

代位弁済件数 601 1,394 2,724 4,471 6,320 8,073 9,807 11,329 12,912 14,379 15,605 19,136 20,891

-40,000

0

40,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

-200,000

0

200,000

400,000

シミュレーション結果　①H20年度回収プロセス維持・現状保証料率維

H20年度回収プロセスを維持・現状の保証料率を維持した場合、H36年度以降に保証金残高がマイナスとなる。昨年度分析

 結果に比して、保証金残高がマイナスに転じる迄の期間・H40年度の保証金残高ともに状況は良化している。

基準年率：0.693%

収入（金利含む）

支出

＜左軸＞

＜右軸＞

保証金残高

（百万円） （百万円）

【保証関連収支】

【保証機関の財政収支】

（百万円）

（百万円）

（人）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

収入（金利含む） 13,288 16,310 19,016 21,164 23,142 25,031 26,590 28,166 29,673 31,045 32,165 33,631 32,267

支出 1,360 3,341 6,863 11,057 15,811 20,262 24,618 28,846 32,439 35,903 38,891 48,578 52,669

単年度収支 11,927 12,970 12,153 10,106 7,331 4,769 1,972 -681 -2,766 -4,858 -6,726 -14,947 -20,403

保証金残高 30,874 43,843 55,996 66,102 73,433 78,202 80,174 79,494 76,727 71,869 65,143 6,515 -86,125

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

実績* シミュレーション結果*

H20

14,790

411

14,379

35,442

H20

14,275

349

-

* 当シミュレーションは、機関保証制度開始時からの中長期的な収支予測を行う目的で作成しており、

 

代弁率の経年変化等は反映するが、単年の収支の実績を受けた数字合わせの補正は実施しない

 

（単年の結果の反映では中長期の予測が歪むリスクがある）
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40,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

-200,000

0

200,000

400,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

保証料収入 12,856 15,563 17,850 23,309 28,664 33,390 36,957 38,017 39,005 39,886 40,519 39,626 37,918

代位弁済額 1,257 3,237 6,542 10,909 15,644 20,086 24,424 28,426 32,201 35,656 38,634 48,285 52,350

代位弁済件数 601 1,394 2,724 4,471 6,320 8,073 9,807 11,329 12,912 14,379 15,605 19,136 20,891

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

収入（金利含む） 13,288 16,310 19,016 25,007 31,110 36,794 41,483 43,767 45,963 47,998 49,700 52,694 52,669

支出 1,360 3,341 6,863 11,057 15,811 20,262 24,618 28,846 32,439 35,903 38,891 48,578 52,669

単年度収支 11,927 12,970 12,153 13,950 15,299 16,532 16,865 14,921 13,523 12,094 10,809 4,117 0

保証金残高 30,874 43,843 55,996 69,946 85,245 101,777 118,642 133,563 147,086 159,180 169,989 204,384 210,823

シミュレーション結果　②H20年度回収プロセス維持・必要な保証料率を逆

H20年度回収プロセスを維持の場合は、保証料を59%増とし基準年率を1.102%とすることで収支相償となる。

基準年率：1.102%

収入（金利含む）

支出

＜左軸＞

＜右軸＞

保証金残高

（百万円） （百万円）

【保証関連収支】

【保証機関の財政収支】

（百万円）

（百万円）

（人）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

実績* シミュレーション結果*

H20

14,790

411

14,379

35,442

H20

14,275

349

-

* 当シミュレーションは、機関保証制度開始時からの中長期的な収支予測を行う目的で作成しており、

 

代弁率の経年変化等は反映するが、単年の収支の実績を受けた数字合わせの補正は実施しない

 

（単年の結果の反映では中長期の予測が歪むリスクがある）
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

保証料収入 12,856 15,563 17,850 19,465 20,782 21,890 22,590 23,274 23,921 24,503 24,930 24,550 23,682

代位弁済額 1,257 3,237 4,159 6,936 9,948 12,772 15,531 18,075 20,475 22,672 24,566 30,703 33,287

代位弁済件数 601 1,394 1,732 2,843 4,018 5,133 6,236 7,204 8,211 9,143 9,923 12,168 13,284

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

収入（金利含む） 13,288 16,310 19,016 21,122 23,029 24,815 26,241 27,652 29,060 30,371 31,475 33,553 33,764

支出 1,360 3,341 4,472 7,067 10,087 12,921 15,697 18,459 20,669 22,875 24,769 30,932 33,535

単年度収支 11,927 12,970 14,544 14,054 12,942 11,894 10,544 9,192 8,392 7,497 6,706 2,620 229

保証金残高 30,874 43,843 58,387 72,441 85,383 97,278 107,821 117,014 125,406 132,902 139,608 161,038 165,747

-40,000

0

40,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

-200,000

0

200,000

400,000

シミュレーション結果　③回収プロセスを早期化・現状保証料率維

回収プロセスを早期化し現状の保証料率を維持した場合、H40年度まで単年度収支・保証金残高ともにプラスであり、H40年

 度時点での保証金残高は1,657億円となる。

基準年率：0.693%

収入（金利含む）

支出

＜左軸＞

＜右軸＞

保証金残高

（百万円） （百万円）

【保証関連収支】

【保証機関の財政収支】

（百万円）

（百万円）

（人）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

実績* シミュレーション結果*

H20

14,790

411

14,379

35,442

H20

14,275

349

-

* 当シミュレーションは、機関保証制度開始時からの中長期的な収支予測を行う目的で作成しており、

 

代弁率の経年変化等は反映するが、単年の収支の実績を受けた数字合わせの補正は実施しない

 

（単年の結果の反映では中長期の予測が歪むリスクがある）
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

収入（金利含む） 13,288 16,310 19,016 21,079 22,940 24,683 26,074 27,477 28,878 30,181 31,278 33,339 33,535

支出 1,360 3,341 4,472 7,067 10,087 12,921 15,697 18,459 20,669 22,875 24,769 30,932 33,535

単年度収支 11,927 12,970 14,544 14,011 12,853 11,762 10,377 9,018 8,209 7,307 6,510 2,407 0

保証金残高 30,874 43,843 58,387 72,398 85,251 97,013 107,390 116,408 124,617 131,924 138,433 158,820 162,419

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H35 H40

保証料収入 12,856 15,563 17,850 19,422 20,694 21,761 22,428 23,108 23,752 24,330 24,755 24,381 23,523

代位弁済額 1,257 3,237 4,159 6,936 9,948 12,772 15,531 18,075 20,475 22,672 24,566 30,703 33,287

代位弁済件数 601 1,394 1,732 2,843 4,018 5,133 6,236 7,204 8,211 9,143 9,923 12,168 13,284

-40,000

0

40,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

-200,000

0

200,000

400,000

シミュレーション結果　④回収プロセスを早期化・最低の保証料率を逆

回収プロセスを早期化した場合は、収支相償に必要な保証料率は現状から1%減とし基準年率を0.688%まで下げることが可能

 である。

基準年率：0.688%

収入（金利含む）

支出

＜左軸＞

＜右軸＞

保証金残高

（百万円） （百万円）

【保証関連収支】

【保証機関の財政収支】

（百万円）

（百万円）

（人）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

実績* シミュレーション結果*

H20

14,790

411

14,379

35,442

H20

14,275

349

-

* 当シミュレーションは、機関保証制度開始時からの中長期的な収支予測を行う目的で作成しており、

 

代弁率の経年変化等は反映するが、単年の収支の実績を受けた数字合わせの補正は実施しない

 

（単年の結果の反映では中長期の予測が歪むリスクがある）
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1. 代弁率算出

2. 財政収支シミュレーショ

3. 本検討のまとめ
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本検討のまと

平成21年度における代位弁済データを用いた本分析の結果、想定代位弁済率は昨年度の算出結果より総じて

改善されていることが明らかになった（ただし、昨年度よりかなり多くのデータが蓄積されたものの、機関保証制
度利用者の返還・延滞データは、依然として返還開始後わずかな期間のものに限られていることに留意すべき
である）。

改善の理由として、機構の回収強化に向けた施策が奏功し始めていることが挙げられる。平成20年度に回収プロセスの強
化を行った結果、平成21年度に代位弁済に陥る返還者が大きく減り、代位弁済率が昨年度に比べて大幅に改善したと考え
られる（昨年度比で1種：25.1％改善、2種：28.2％改善）。

しかし、改善された想定代位弁済率を基に、現行保証料水準での機関保証制度財政収支のシミュレーションを
行ったところ、中長期的にはなお、単年度収支が赤字となる可能性がある（シナリオ①で平成27年以降）ことが

分かった。ただし、昨年度に比べ赤字幅は小さく、また赤字に転落するタイミングも遅くなっており、保証料残高
は長期間（シナリオ①で平成36年まで）プラスの状態を持続できる。

一方、平成21年度（平成22年2月）より回収プロセスをさらに強化する（サービサー回収の早期実施）ことが決定
しているとともに、個人信用情報機関の利用が適用される奨学生が今後返還を始める*1ことから、将来的にはさ

らに代位弁済率が改善される可能性が十分にある。

結果、現制度を維持したままでも、機構における回収強化施策の導入・効果創出により、将来の機関保証制度
財政収支が上記シミュレーション結果より改善し、現行の保証料体系で収支相償を実現できる可能性がある。

今後は、機関保証制度利用者の返還・延滞状況に関するデータが充実し、また、回収強化策等の実際の効果も
把握可能となっていく。加えて、求償権回収管理の実績が蓄積されていく。今回の分析結果に基づき拙速な制
度改正を行うよりは、現状の制度を維持しながら、財政収支の健全性のモニタリングを継続して行い、制度の妥
当性を検証し続け、その後、必要に応じ制度の再検討に臨むことが望ましいと考える。

*1 個人信用情報機関の適用者は、平成21年度の新規採用者及び平成21年4月以降貸

 
与継続者（4年生大学の場合、平成21年4月に2～4年生に進級する者）のみである
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補足資
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貸与終了後2年目の代位弁済有無の判断方法　（１/２

貸与終了後2年目はH21年3月末・11月末の2時点データにより、H21年度中の代弁請求確定件数・候補件数をカウントし代弁

 率を算出する。

H21.10 請求確定

H21.11 請求確定

H21.12 請求確定

H22.1 請求確定

H22.2 請求確定

H22.3 請求確定

最も早いケース
（H21.4 請求確定）

最も遅いケース
（H21.11 請求確定）

最も早いケース
（H21.12請求確定）

最も遅いケース
（H22.3 請求確定）

時点②で
請求確定済

時点②で
請求未確定

時点②で
請求確定済

時点②で
請求未確定

満
期
終
了
者

異
動
終
了
者

貸与終了月 （通常の）返還月 延滞月

請求確定件数

 

としてカウント H20/
5 6 7 8 9 10 11 12 2 3

H21/ 
1 5 6 7 8 9 10 11 1243～2 4

期日未到来

期日未到来

期日未到来

期日未到来

期日未到来

データ時点① データ時点②

H21年度中の代弁確定件数、候補件数をカウント

期日未到来

5ヶ月目延 13ヶ月目延滞/履行

4ヶ月目延 12ヶ月目延

3ヶ月目延 11ヶ月目延

2ヶ月目延 10ヶ月目延

1ヶ月目延 9ヶ月目延

0ヶ月目延 8ヶ月目延

11ヶ月目延 19ヶ月目延滞/履行

4ヶ月目延 12ヶ月目延

3ヶ月目延 11ヶ月目延

0ヶ月目延 8ヶ月目延

請求候補件数

 

としてカウント

データ時点①
4、5ヶ月目延滞

データ時点②
12、13ヶ月目延滞
又は、代弁実行による返還終了*

（満期終了者の「時点②で請求未確定」

 
と同一）

データ時点①
0～3ヶ月目延滞

データ時点②
8～11ヶ月延滞

上記条件により候補件数をカウント
した上で、継続延滞により12ヶ月目

延滞に陥る割合を乗じて算出（次頁
にて詳述）

データ時点①
4～11ヶ月目延滞

データ時点②
12～19ヶ月目延滞
又は、代弁実行による返還終了*

件数カウント条件

*H21年4月～11月の「２１年度代弁履行結果」に存在し、かつイクシス上で返還完了となっている返還者
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貸与終了後2年目の代位弁済有無の判断方法　（２/２

H21年7～11月末時点の貸与終了後2年目機関保証加入者のデータを利用し、8～11ヶ月目延滞者が12ヶ月延滞目に陥る割

 合を算出した。代弁候補件数に算出した割合を乗じることで代弁請求確定件数の予測値を算出している。

12ヶ月目延滞に陥る割合の算出方法

11ヶ月目

10ヶ月目

9ヶ月目

8ヶ月目

H21/
10 11 12

H22/
1 2 3 4

8～11ヶ月延滞者がそれぞれ12ヶ月延滞（代弁請求確定）に陥
る割合を、貸与終了後2年目機関保証加入債権のH21年7月
～11月末時点データ*を利用し算出した
8ヶ月目延滞であれば、H21年7月末時点で8ヶ月目の延滞債
権のうち11月末時点で12ヶ月延滞に陥っている割合を算出し
ている

X8件

X9件

X10件
X11件 X12件

8ヶ月目
（H21.7末）

9ヶ月目
（H21.8末）

10ヶ月目
（H21.9末）

11ヶ月目
（H21.10末）

12ヶ月目
（H21.11末）

延
滞
債
権
数

 

（
貸

 

与

 

終

 

了

 

後

 

経

 

過

 

年

 
2
年
目

 

機
関
保
証
加
入
者
の
み
）

延滞開始後経過月数

 
（データ時点）

11ヶ月目延滞債権が
12ヶ月延滞に陥る割合

（Y11）
= X12 /X11

10ヶ月目延滞債権が
12ヶ月延滞に陥る割合

（Y10）
= X12 /X10

9ヶ月目延滞債権が
12ヶ月延滞に陥る割合

（Y9）
= X12 /X9

8ヶ月目延滞債権が
12ヶ月延滞に陥る割合

（Y8）
= X12 /X8

代弁請求候補者の確定予測件数の算出方法

11ヶ月目延
（A11件）

12ヶ月目延
（A12件）

10ヶ月目延
（B10件）

12ヶ月目延
（B12件）

9ヶ月目延
（C9件）

12ヶ月目延
（C12件）

8ヶ月目延
（D8件）

12ヶ月目延
（D12件）

延滞月 代弁確定

A12 ＝ A11 × Y11

B12 ＝ B10 × Y10

C12 ＝ C9 × Y9

D12 ＝ D8 × Y8

H21年11月

延滞月数 算出方法

*第1種　大学院はH21年7月末で8ヶ月目延滞のサンプルが存在しないため、H21年6～10月末データを利用
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補正前代弁率（昨年度ロジックによる算出）　-貸与種

昨年度と同一ロジックでH20年度代弁請求確定件数をカウントし機関保証代弁率を算出した。

第１種 第２種

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.05%

1.10%

0.61% 0.58% 0.57% 0.51% 0.53% 0.45% 0.43% 0.39%
0.12%

2.83%

1.53%

3.03%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.09%

1.95%

1.00% 0.92% 0.87% 0.79% 0.74%
0.61%

0.50% 0.44%

0.15%

4.29%

2.25%
2.07%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%
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補正後代弁率（昨年度ロジックによる算出）　（１/３）　-貸与種

貸与終了後3年目以降に人的代弁率による補正を実施し、昨年度と同様に満期/異動による補正を実施した。

第１種 第２種

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.07%

2.55%

1.44% 1.38% 1.34%
1.20% 1.25%

1.06% 1.01%
0.91%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.08%

4.04%

2.22%
2.03%

1.92%
1.74% 1.65%

1.35%

1.10%
0.97%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%
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補正後代弁率（昨年度ロジックによる算出）　（２/３）　-第１種・学

（前頁続き）

短大 大学

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

大学院

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

専修学校（専門課程）

代弁率

 
（対貸与終了者）

貸与終了後経過年

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

貸与終了後経過年

0.07%

2.49%

1.64%
1.33%

1.13% 1.17% 1.31% 1.32% 1.20%
1.01%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 100.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.14%

2.91%

1.58% 1.53% 1.50%
1.27% 1.29%

1.05% 1.02% 0.91%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 100.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.02%

1.34%

0.73% 0.78% 0.83% 0.81% 0.77% 0.65% 0.65% 0.62%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0.10%

4.12%

2.58%

2.14%
1.88%

2.12%

2.65% 2.54%

1.95% 2.11%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

※高校･専修(高等課程)は算出対象外
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補正後代弁率（昨年度ロジックによる算出）　（３/３）　-第２種・学

（前頁続き）

短大 大学

代弁率

 
（対貸与終了者）

凡例 ：今年度　機関代弁率（補正値） ：昨年度　機関代弁率（補正値）

大学院

代弁率

 
（対貸与終了者）

代弁率

 
（対貸与終了者）

専修学校（専門課程）

代弁率

 
（対貸与終了者）

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

貸与終了後経過年 貸与終了後経過年

0.08%

3.22%

2.71%
2.40% 2.34% 2.24%

2.05%
1.85%

1.46% 1.50%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.00%

1.99%

0.90% 0.79% 0.78% 0.72% 0.61% 0.50% 0.52% 0.56%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.15%

3.37%

1.83% 1.73% 1.66%
1.47% 1.39%

1.13%
0.93% 0.80%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.10%

5.48%

2.75%
2.43% 2.27% 2.15% 2.22%

1.90% 1.88%

3.07%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%
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シミュレーション結果　（参考）昨年度のシミュレーショ

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H30 H35 H40

保証料収入 956 2,940 6,045 9,783 13,206 17,110 21,083 24,326 26,687 27,613 26,240 25,244 24,926

代位弁済額 0 0 6 211 1,267 4,399 8,748 14,400 20,556 27,080 58,194 68,821 69,807

代位弁済件数 0 0 9 127 601 1,888 3,636 5,901 8,336 10,964 24,948 31,582 32,348

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H30 H35 H40

収入（金利含む） 956 2,964 6,156 10,075 13,800 18,126 22,683 26,682 29,981 31,996 35,726 34,904 30,221

支出 159 77 100 315 1,388 4,557 9,132 14,620 20,812 27,364 58,657 69,365 70,360

単年度収支 797 2,887 6,055 9,760 12,412 13,570 13,551 12,062 9,168 4,632 -22,931 -34,461 -40,138

保証金残高 797 3,684 9,740 19,499 31,911 45,481 59,031 71,093 80,262 84,894 16,453 -137,012 -327,180
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【保証機関の財政収支】

【保証関連収支】

収入（金利含む）

支出

＜左軸＞

＜右軸＞

保証金残高

（百万円） （百万円）

（百万円）

（百万円）

（人）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

基準年率：0.693%
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